
用計画図面・地図情報の変更業務
　・図面（原図(マイラー)）の作成 　・図面（原図(マイラー)）の作成 　・図面（原図(マイラー)）の作成 　・図面（原図(マイラー)）の作成
　・農地情報システムデータの修正 　・農地情報システムデータの修正 　・農地情報システムデータの修正 　・農地情報システムデータの修正
  

主な事業内容 ３　農業振興地域整備計画の変更業務 ３　農業振興地域整備計画の変更業務

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 9,273ha 9,258ha 9,258ha 9,258ha

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 414千円 市債 0千円 2,087千円 市債 0千円

その他 4千円 その他 11千円

一般財源 410千円 一般財源 2,076千円

職員数/人件費 正 0.9人 会計任 0人 6,160 千円 正 0.6人 会計任 0人 4,257 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 9,298.8ha 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　「東近江農業振興地域整備計画」に基づき、優良 　湖東平野農業水利事業（土地改良事業）完了後の 現状維持 ○ 財源
農地の保全・確保を図った。令和６年度に湖東平野 対応として、27号計画（振興計画）及び26号の２計
農業水利事業（土地改良事業）が完了したことから 画（振興条例計画）に基づき、関係機関と調整を行 見直して継続 拡大
、持続可能な農村集落の形成のため、27号計画（振 いながら計画の円滑な運用を図る。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 興計画）や26号の２計画（振興条例計画）の運用に 縮小 削減
向けた対応が必要である。 事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農業振興地域内農用地の面積 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 303

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 9,258ha 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　農業振興地域の整備に関する法律、農業振興地域の整備に関する法律施行令、農業振興地域の整備 農業振興地域整備
に関する法律施行規則、東近江市農用地保全条例 計画、東近江市農

○ 施策 ：01農地の保全 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治 村振興基本計画（

事務事業名 　優良農地の保全･確保と有効利用を促進するなど農業の振興を図るため、農業振興地域整備計画の アグリプラン）
関連計画適正な管理を行います。

農業振興地域整備計画等管理運営事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 020000
算

款   項   目 060102

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　農用地利用計画の変更事務 １　農用地利用計画の変更事務 １　農用地利用計画の変更事務 １　農用地利用計画の変更事務
　・変更に係る窓口相談 　・変更に係る窓口相談 　・変更に係る窓口相談 　・変更に係る窓口相談
　・変更申出の受付（年2回：4月、10月） 　・変更申出の受付（年2回：4月、10月） 　・変更申出の受付（年2回：4月、10月） 　・変更申出の受付（年2回：4月、10月）
　・軽微変更の随時受付 　・軽微変更の随時受付 　・軽微変更の随時受付 　・軽微変更の随時受付
    
２　農用地利用計画図面・地図情報の変更業務 ２　農用地利用計画図面・地図情報の変更業務 ２　農用地利用計画図面・地図情報の変更業務 ２　農用地利



市南高等学校農業教育振興会の取組支援
    
３　東近江地域農業センター負担金 ３　東近江地域農業センター負担金 ３　東近江地域農業センター負担金 ３　東近江地域農業センター負担金
　・地域農業の振興・活性化の取組推進 　・地域農業の振興・活性化の取組推進 　・地域農業の振興・活性化の取組推進 　・地域農業の振興・活性化の取組推進

主な事業内容   
４　東近江市農村振興基本計画（アグリプラン）の ４　東近江市農村振興基本計画（アグリプラン）の

（年次計画） 　改定 　改定

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 79.0% 80.0% 80.0% 80.0%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 761千円 県支出金 761千円

事業の財源 6,548千円 市債 0千円 7,186千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 5,787千円 一般財源 6,425千円

職員数/人件費 正 0.55人 会計任 0人 3,417 千円 正 0.85人 会計任 0人 5,513 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 79.4% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　各農業組合に対し、国や県からの情報提供を始め 　八日市南高等学校農業教育振興会や地域農業セン 現状維持 ○ 財源
、各種農業活動への支援を行うなど、農業組合と連 ターに対し、効率的で効果的な団体運営を行うよう
携して地域農業の活性化を図った。 働きかけ、連携して地域農業の課題解決（担い手不 見直して継続 拡大
　八日市南高等学校農業教育振興会や地域農業セン 足の対策、地域ブランドの確立）を図る。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 ターと連携して地域農業の課題解決（担い手不足の 縮小 削減
対策、地域ブランドの確立）を図る必要がある。 事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農地の担い手への利用集積率 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 304
 

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 80.0% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　東近江市農産振興関係補助金交付要綱 東近江市農村振興
基本計画（アグリ

○ 施策 ：02農業担い手育成 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治プラン）

事務事業名 　農業振興において地域の農業組合や各関係団体・組織との相互連携や支援を行うなど、市民や地域
関連計画との協働推進体制を構築し、円滑な農業の推進を図ります。

農業総務管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 030000
算

款   項   目 060102

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　地域農業組合との連携・支援など協働推進 １　地域農業組合との連携・支援など協働推進 １　地域農業組合との連携・支援など協働推進 １　地域農業組合との連携・支援など協働推進
　・農業組合長会議等の開催（4月） 　・農業組合長会議等の開催（4月） 　・農業組合長会議等の開催（4月） 　・農業組合長会議等の開催（4月）
　・各集落農業組合長への報償費の支給 　・各集落農業組合長への報償費の支給 　・各集落農業組合長への報償費の支給 　・各集落農業組合長への報償費の支給
    
２　農業後継者育成の取組支援 ２　農業後継者育成の取組支援 ２　農業後継者育成の取組支援 ２　農業後継者育成の取組支援
　・八日市南高等学校農業教育振興会の取組支援 　・八日市南高等学校農業教育振興会の取組支援 　・八日市南高等学校農業教育振興会の取組支援 　・八日



業補助 　・営農組織育成対策事業補助 　・営農組織育成対策事業補助
　・農地利用効率化等支援事業補助 　・農地利用効率化等支援事業補助 　・農地利用効率化等支援事業補助 　・農地利用効率化等支援事業補助
　 　 　 　
３　女性･新規就農等担い手育成の推進業務 ３　女性･新規就農等担い手育成の推進業務 ３　女性･新規就農等担い手育成の推進業務 ３　女性･新規就農等担い手育成の推進業務

主な事業内容 　・新規就農、定年帰農、女性、高齢者など、多 　・新規就農、定年帰農、女性、高齢者など、多 　・新規就農、定年帰農、女性、高齢者など、多 　・新規就農、定年帰農、女性、高齢者など、多
　　様な担い手の育成 　　様な担い手の育成 　　様な担い手の育成 　　様な担い手の育成

（年次計画） 　・新規就農者の相談事業 　・新規就農者の相談事業 　・新規就農者の相談事業 　・新規就農者の相談事業
　・農業次世代人材投資資金交付事業 　・農業次世代人材投資資金交付事業 　・新規就農者育成総合対策経営開始資金交付事業 　・新規就農者育成総合対策経営開始資金交付事業

Plan 1 　・新規就農者育成総合対策経営開始資金交付事業 　・新規就農者育成総合対策経営開始資金交付事業

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 79.0% 80.0% 80.0% 80.0%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 29,605千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 24,065千円 県支出金 39,244千円

事業の財源 66,798千円 市債 0千円 51,656千円 市債 0千円

その他 7,790千円 その他 6,000千円

一般財源 5,338千円 一般財源 6,412千円

職員数/人件費 正 2人 会計任 0人 11,751 千円 正 2人 会計任 0人 11,780 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 79.4% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

【成果】 　担い手の経営基盤強化を図るため、高機能農業機 現状維持 ○ 財源
○認定農業者　新規13経営体（全体447） 械の導入支援をはじめ、集落営農法人の連携推進や
○集落営農法人　　117法人 新規就農者の育成

東

を進める。 見直して継

近

続 拡大
○認定新規就農

江

者　2経営体 拡大 現状

市

○
事務事業の改善内容

総

【課題】 縮小 削減
　新

合

規就農等多様な担い手

計

の育成・確保や集落営

画

農 事業統合 人員
Che

～

ck 3 組合の法人化

ま

を推進する必要がある

ち

。 手段見直

休止・廃止

づ

拡大
現状 ○

完了 削減

くりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農地の担い手への利用集積率 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 433

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 80.0% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　農業経営基盤強化促進法、東近江市農産振興関係補助金交付要綱 東近江市農村振興
基本計画（アグリ

○ 施策 ：02農業担い手育成 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治プラン）

事務事業名 　生産規模の拡大や経営改善を目指す意欲と能力のある認定農業者の育成や、集落営農組織の協業組
関連計画織、法人化等への誘導など、効率的かつ安定的な担い手の育成を図ります。また、各種農業機械・施

担い手支援事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計設等の整備支援を行い、担い手の営農基盤の強化を図ります。更に、農業後継者、定年帰農、新規就

農者や女性・高齢者の参画を図り、地域の特性に応じた多様な担い手の育成を図ります。 大事業コード 020000
算

款   項   目 060103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　認定農業者の育成業務 １　認定農業者の育成業務 １　認定農業者の育成業務 １　認定農業者の育成業務
　・認定農業者の認定推進 　・認定農業者の認定推進 　・認定農業者の認定推進 　・認定農業者の認定推進
    
２　集落営農組織の担い手育成業務 ２　集落営農組織の担い手育成業務 ２　集落営農組織の担い手育成業務 ２　集落営農組織の担い手育成業務
　・集落営農の法人化の推進 　・集落営農の法人化の推進 　・集落営農の法人化の推進 　・集落営農の法人化の推進
　・営農組織育成対策事業補助 　・営農組織育成対策事



金事業に関する業務 ２　農業制度資金事業に関する業務 ２　農業制度資金事業に関する業務 ２　農業制度資金事業に関する業務
　・農業経営基盤強化資金利子助成金 　・農業経営基盤強化資金利子助成金 　・農業経営基盤強化資金利子助成金 　・農業経営基盤強化資金利子助成金
    

主な事業内容 ３　農地中間管理事業に関する業務 ３　農地中間管理事業に関する業務 ３　農地中間管理事業に関する業務 ３　農地中間管理事業に関する業務
　・担い手への農地の集積・集約化を図ることを目 　・担い手への農地の集積・集約化を図ることを目 　・担い手への農地の集積・集約化を図ることを目 　・担い手への農地の集積・集約化を図ることを目

（年次計画） 　　的に農地の貸し借りを行い、農地の所有者等に 　　的に農地の貸し借りを行い、農地の所有者等に 　　的に農地の貸し借りを行い、農地の所有者等に 　　的に農地の貸し借りを行い、農地の所有者等に
　　一定の要件のもと機構集積協力金を交付する。 　　一定の要件のもと機構集積協力金を交付する。 　　一定の要件のもと機構集積協力金を交付する。 　　一定の要件のもと機構集積協力金を交付する。

Plan 1     
４　耕作放棄地対策業務 ４　耕作放棄地対策業務 ４　耕作放棄地対策業務 ４　耕作放棄地対策業務

（実績） 　・農業委員会との合同による現地調査 　・農業委員会との合同による現地調査 　・農業委員会との合同による現地調査 　・農業委員会との合同による現地調査

Do 2

指標の年度目標値 79.0% 80.0% 80.0% 80.0%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 98,396千円 県支出金 6,071千円

事業の財源 101,704千円 市債 0千円 9,738千円 市債 0千円

その他 3,107千円 その他 2,928千円

一般財源 201千円 一般財源 739千円

職員数/人件費 正 1.05人 会計任 0.75人 7,284 千円 正 1人 会計任 0.75人 7,836 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 79.4% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の

東

配分の内容

　農地の賃

近

貸借や所有権の移転な

江

ど、担い手への利 　地

市

域計画に基づき担い手

総

への集積・集約化を図

合

る 現状維持 ○ 財源
用集

計

積を図るとともに、農

画

地中間管理機構へ農地

～

の ため、各種広報媒体

ま

を活用して制度に関す

ち

る周知を
貸付を行った

づ

。 行う。 見直して継続

く

拡大
　毎年、国の交付

り

要綱に基づき県が交付

の

基準を定め 拡大 現状 ○

森

事務事業の改善内容 る

を

ため、農業者への周知

育

が必要である。 縮小 削

て

減
事業統合 人員

Che

よ

ck 3 手段見直

休止

う

・廃止 拡大
現状 ○

完了

～

削減

■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農地の担い手への利用集積率 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 5018

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 80.0% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　農業経営基盤強化促進法、農地中間管理事業に関する法律、東近江市農地集積協力金交付要綱 農業経営基盤の強
 化の促進に関する

○ 施策 ：02農業担い手育成 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治基本的な構想、東

事務事業名 　担い手への農地集積と集約化を図る為、効率的かつ安定的な農業経営を営む者が利用する農用地の 近江市農村振興基
関連計画集積率の目標値を設定し、また、各種農業制度資金による融資等を推進し、農業経営の強化と安定を 本計画（アグリプ

農用地利用集積促進事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計図ります。 ラン）

大事業コード 040000
算

款   項   目 060103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　農用地の利用集積の促進に関する業務 １　農用地の利用集積の促進に関する業務 １　農用地の利用集積の促進に関する業務 １　農用地の利用集積の促進に関する業務
　・農地の貸借や所有権移転等、担い手への利用　 　・農地の貸借等、担い手への利用集積の促進 　・農地の貸借等、担い手への利用集積の促進 　・農地の貸借等、担い手への利用集積の促進
　　集積の促進 　・農用地利用権等設定業務 　・農用地利用権等設定業務 　・農用地利用権等設定業務
　・農用地利用権等設定業務 　・地域計画の管理業務 　・地域計画の管理業務 　・地域計画策定の推進
　・地域計画策定の推進    
    
２　農業制度資



実施)
　・近江米振興事業の推進 　・近江米振興事業の推進 　・近江米振興事業の推進 　・近江米振興事業の推進
　　(1)病害虫一斉地上防除の推進 　　(1)病害虫一斉地上防除の推進 　　(1)病害虫一斉地上防除の推進 　　(1)病害虫一斉地上防除の推進
　　(2)無人ヘリコプター散布拡大の推進 　　(2)無人ヘリコプター散布拡大の推進 　　(2)無人ヘリコプター散布拡大の推進 　　(2)無人ヘリコプター散布拡大の推進
　　(3)良食味米生産の推進 　　(3)良食味米生産の推進 　　(3)良食味米生産の推進 　　(3)良食味米生産の推進
　　(4)環境こだわり米の推進 　　(4)環境こだわり米の推進 　　(4)環境こだわり米の推進 　　(4)環境こだわり米の推進

主な事業内容 　　(5)東近江市産米のブランド化の推進 　　(5)東近江市産米のブランド化の推進 　　(5)東近江市産米のブランド化の推進 　　(5)東近江市産米のブランド化の推進
　　(6)食育推進事業 　　(6)食育推進事業 　　(6)食育推進事業 　　(6)食育推進事業

（年次計画） 　　(7)「もう一杯のご飯を食べよう」プロジェク 　　(7)「もう一杯のご飯を食べよう」プロジェク 　　(7)「もう一杯のご飯を食べよう」プロジェク 　　(7))「もう一杯のご飯を食べよう」プロジェク
　　　 トの推進 　　　 トの推進 　　　 トの推進 　　　 トの推進

Plan 1     
２　水田野菜生産拡大推進事業補助 ２　水田野菜生産拡大推進事業補助 ２　水田野菜生産拡大推進事業補助 ２　水田野菜生産拡大推進事業補助

（実績） 　・水田野菜の作付面積拡大分に対する補助 　・水田野菜の作付面積拡大分に対する補助 　・水田野菜の作付面積拡大分に対する補助 　・水田野菜の作付面積拡大分に対する補助
    

Do 2 ３　地域計画推進事業 ３　地域計画の管理運営 ３　地域計画の管理運営 ３　地域計画の管理運営
　・地域計画策定の推進    

指標の年度目標値 311.6ha 325.7ha 325.7ha 325.7ha

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 19,745千円 県支出金 18,253千円

事業の財源 28,858千円 市債 0千円 27,798千円 市債 0千円

その他 1,7

東

22千円 その他 2,0

近

25千円

一般財源 7,

江

391千円 一般財源 7

市

,520千円

職員数/

総

人件費 正 3.25人 会

合

計任 0.75人 19,

計

436 千円 正 2.65

画

人 会計任 0人 13,0

～

07 千円

評価
改善 方向

ま

性

令和06年度 事務

ち

事業評価

指標の年度実

づ

績 Do 2 248.4

く

ha 令和07年度の改

り

善の取り組み Acti

の

on 4 令和08年度

森

以降の事業の方向性と

を

資源の配分

＜成果・課

育

題＞ ＜改善内容＞ 事業

て

の方向性 資源(財源・

よ

人)の配分 事業の方向

う

性と資源の配分の内容

～

○水田野菜拡大推進事

■

業（市単）による野菜

令

栽培面 　産地交付金に

和

よる野菜等作付推奨品

0

目への拡大誘 現状維持

7

○ 財源
積拡大 導をはじ

年

め、地域商社と連携し

度

、水田野菜生産拡大
H

 

30からR6までの拡

実

大面積　39.6ha

施

推進事業の活用による

計

水田野菜栽培面積拡大

画

への誘 見直して継続 拡

／

大
○県・ＪＡ等関係機

◆

関の連携強化 導を図る

令

。 拡大 現状 ○
事務事業

和

の改善内容 〇地域計画

0

提出　全213集落 縮

6

小 削減
　水田を活用し

年

た野菜の生産拡大を図

度

る必要がある 事業統合

 

人員
Check 3 。

事

手段見直

休止・廃止 拡

務

大
現状 ○

完了 削減

事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 水田野菜の作付面積 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 15

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 325.7ha 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　経営所得安定対策実施要綱 東近江市地域福祉
計画、東近江市農

○ 施策 ：03農業生産・特産品の振興 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治村振興基本計画（

事務事業名 　米･麦・大豆等の主要作物の生産・品質向上及び流通を改善し、東近江市産のブランド確立を図る アグリプラン）
関連計画ため、各種事業を実施します。また、米の需給調整や水稲に代わる作物の推進など、水田の周年栽培

米政策支援推進事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計体系を確立し、水田の高度利用による農業経営の安定化と売れる農産物の産地づくりを図ります。

大事業コード 050000
算

款   項   目 060103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　米政策推進事業補助 １　米政策推進事業補助 １　米政策推進事業補助 １　米政策推進事業補助
　水田農業活性化協議会への支援による取組推進 　水田農業活性化協議会への支援による取組推進 　水田農業活性化協議会への支援による取組推進 　水田農業活性化協議会への支援による取組推進
　・経営所得安定対策事業の推進 　・経営所得安定対策事業の推進 　・経営所得安定対策事業の推進 　・経営所得安定対策事業の推進
　・主食用米の生産に係る調整の実施(計画・実施) 　・主食用米の生産に係る調整の実施(計画・実施) 　・主食用米の生産に係る調整の実施(計画・実施) 　・主食用米の生産に係る調整の実施(計画・



定資金協会特別管理資金
　・特定野菜等供給産地造成価格差補給事業 　・特定野菜等供給産地造成価格差補給事業 　・特定野菜等供給産地造成価格差補給事業 　・特定野菜等供給産地造成価格差補給事業
　　（青果物生産安定資金協会事業） 　　（青果物生産安定資金協会事業） 　　（青果物生産安定資金協会事業） 　　（青果物生産安定資金協会事業）
    

主な事業内容 ３　政所茶特産品化推進事業への支援 ３　政所茶特産品化推進事業への支援 ３　政所茶特産品化推進事業への支援 ３　政所茶特産品化推進事業への支援
　・政所茶の生産振興及び販路開拓等に取り組む事 　・政所茶の生産振興及び販路開拓等に取り組む事 　・政所茶の生産振興及び販路開拓等に取り組む事 　・政所茶の生産振興及び販路開拓等に取り組む事

（年次計画） 　　業への補助 　　業への補助 　　業への補助 　　業への補助

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 311.6ha 325.7ha 325.7ha 325.7ha

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 4,206千円 市債 0千円 72,341千円 市債 61,600千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 4,206千円 一般財源 10,741千円

職員数/人件費 正 0.7人 会計任 0人 4,053 千円 正 0.8人 会計任 0人 4,777 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 248.4ha 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　機械導入支援に併せて、令和元年度から実施して 　水田野菜生産拡大推進事業と併せて機械導入支援 現状維持 ○ 財源
いる水田野菜生産拡大推進事業によって、新たに野 を行うことにより、品目を絞った生産振興を実施し
菜の作付面積の拡大を図ることができた。 ていく。 見直して継続 拡大
　㈱東近江あぐりステーションに夏期に出荷できる 　また、個々の農業者だけでなく、地域で新たな品 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 品目が少ないため、品目を絞った生産振興を進めて 目等にチャレンジできるよう、県やＪＡなどの関係

東

縮小 削減
いく必要があ

近

る。 機関と連携して生

江

産振興を図っていく。

市

事業統合 人員
Chec

総

k 3 手段見直

休止・

合

廃止 拡大
現状 ○

完了 削

計

減

画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 水田野菜の作付面積 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 16

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 325.7ha 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　東近江市園芸特産作物振興事業補助金交付要綱、東近江市業務用野菜産地化推進事業費補助金交付 東近江市地域福祉
要綱 計画、東近江市農

○ 施策 ：03農業生産・特産品の振興 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治村振興基本計画（

事務事業名 　野菜の周年栽培や収益性の高い地域特産物の生産振興を図るため、野菜や果樹農家の経営安定と担 アグリプラン）
関連計画い手育成のための各種事業を実施します。

特産品生産振興事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 060000
算

款   項   目 060103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　野菜や果樹等の収益性の高い特産作物の生産振 １　野菜や果樹等の収益性の高い特産作物の生産振 １　野菜や果樹等の収益性の高い特産作物の生産振 １　野菜や果樹等の収益性の高い特産作物の生産振
　興業務 　興業務 　興業務 　興業務
　・高収益作物生産振興事業への支援 　・高収益作物生産振興事業への支援 　・高収益作物生産振興事業への支援 　・高収益作物生産振興事業への支援
    
２　野菜栽培農家の経営安定に対する支援 ２　野菜栽培農家の経営安定に対する支援 ２　野菜栽培農家の経営安定に対する支援 ２　野菜栽培農家の経営安定に対する支援
　・青果物生産安定資金協会特別管理資金 　・青果物生産安定資金協会特別管理資金 　・青果物生産安定資金協会特別管理資金 　・青果物生産安



円 1,397千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 1,643千円 一般財源 1,397千円

職員数/人件費 正 0.9人 会計任 0人 4,801 千円 正 0.95人 会計任 0人 4,594 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 248.4ha 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　農林水産まつりは、米の消費拡大イベントを行う 　農林水産まつりについては、引き続き、市内農産 現状維持 ○ 財源
等により、多くの来場者で賑わった。 品のPRにつなげる取組として開催する。
　ひがしおうみ晴耕塾は、座学の他にほ場での現地 　また、ひがしおうみ晴耕塾については、受講者か 見直して継続 拡大
研修を初めて実施したことで受講者から好評を得た ら多様な研修内容を求める声があることから、内容 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 。 や講師を幅広く検討していく。 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 水田野菜の作付面積 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 376

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 325.7ha 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　東近江市農産振興関係補助金交付要綱 東近江市地域福祉
計画、東近江市農

○ 施策 ：03農業生産・特産品の振興 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治村振興基本計画（

事務事業名 　農林水産まつりや地域イベント（物産販売、バザー、催し物）の開催により、地域の活性化や地産 アグリプラン）
関連計画地消、販路拡大を図るとともに、本市の魅力を市内外に発信します。また、セミナーの開催などによ

農業振興啓発事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計り、農業をあらゆる角度から学習することによって、農業者が自信を持てる農産物の生産を推進する

とともに、市民の農業に対する意識や理解の高揚を図ります。 大事業コード 080000
算

款   項   目 060103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　農林水産まつりの開催 １　農林水産まつりの開催 １　農林水産まつりの開催 １　農林水産まつりの開催
    
２　ひがしおうみ晴耕塾の開催 ２　ひがしおうみ晴耕塾の開催 ２　ひがしおうみ晴耕塾の開催 ２　ひがしおうみ晴耕塾の開催
 
３　農の魅力再発見フォトコンテストの実施

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 311.6ha 325.7ha 325.7ha 325.7ha

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 1,643千円 市債 0千



・市内農産物の生産振興及び新規就農支援の推進 　・市内農産物の生産振興及び新規就農支援の推進 　・市内農産物の生産振興及び新規就農の推進
    
３　（株）東近江あぐりステーションの運営支援 ３　（株）東近江あぐりステーションの運営支援 ３　（株）東近江あぐりステーションの運営支援 ３　（株）東近江あぐりステーションの運営支援
    
４　地域活性化起業人の活用 ４　地域活性化起業人の活用 ４　地域活性化起業人の活用 ４　有機JAS・GAP認証取得支援

主な事業内容     
５　有機JAS・GAP認証取得支援 ５　有機JAS・GAP認証取得支援 ５　有機JAS・GAP認証取得支援 ５　流通機能強化施設の運営

（年次計画）    
 ６　流通機能強化に向けた整備 ６　流通機能強化施設の運営

Plan 1   
  

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 311.6ha 325.7ha 325.7ha 325.7ha

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 28,150千円 市債 0千円 36,733千円 市債 6,900千円

その他 20,000千円 その他 20,000千円

一般財源 8,150千円 一般財源 9,833千円

職員数/人件費 正 4人 会計任 3.69人 39,852 千円 正 3人 会計任 4.75人 35,785 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 248.4ha 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　地場野菜の地域内中規模流通システムの構築に向 　本事業の中核を担う㈱東近江あぐりステーション 現状維持 ○ 財源
け、地域活性化起業人が実施する事業との連携を図 の経営の安定化を図るため、地域活性化起業人が実
りながらあぐり生産振興会の運営及び作物別出荷会 施する事業を通して農家とのコミュニケーションの 見直して継続 拡大
議を開催するとともに、生産物の付加価値向上に向 強化を図るとともに、農産物の生産課題の把握とそ 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 けた有機JAS・GAP認証取得支援を推進した。 の解決に向けた情報提供及び作付け提

東

案を行い農産 縮小 削減

近

　また、㈱東近江あぐ

江

りステーションの経営

市

安定化 物の生産振興に

総

繋げる。 事業統合 人員

合

Check 3 に向け

計

た組織体制の強化を進

画

めた。 手段見直

休止・

～

廃止 拡大
現状 ○

完了 削

ま

減

ちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 水田野菜の作付面積 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 4441

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 325.7ha 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 東近江市農村振興
基本計画（アグリ

○ 施策 ：03農業生産・特産品の振興 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治プラン）

事務事業名 　農家の安定収入の確保による「儲かる農業」の実現や若者等の担い手確保、地域内自給率を向上さ
関連計画せ、災害にも強い地域を構築することを目的に、市内農産物の地域内中規模流通システムを構築しま

農林水産創造・ネットワーク事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計す。その構築に向け、中核を担う地域商社を支援するとともに、高収益作物の生産振興を図り、計画

的な生産出荷体制を確立します。 大事業コード 090000
算

款   項   目 060103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　東近江市中規模流通生産振興会の運営支援 １　東近江市中規模流通生産振興会の運営支援 １　東近江市中規模流通生産振興会の運営支援 １　東近江市中規模流通生産振興会の運営支援
　・市内農産物の地域内中規模流通システムの構築 　・市内農産物の地域内中規模流通システムの構築 　・市内農産物の地域内中規模流通システムの構築 　・市内農産物の地域内中規模流通システムの構築
　　    
２　東近江プライマリーＣｏ．協議会の運営 ２　東近江プライマリーＣｏ．協議会の運営 ２　東近江プライマリーＣｏ．協議会の運営 ２　東近江プライマリーＣｏ．協議会の運営
　・市内農産物の生産振興及び新規就農支援の推進 　



　農業生産活動における環境負荷軽減対策業務 ２　農業生産活動における環境負荷軽減対策業務
　・農業排水対策の啓発パトロール 　・農業排水対策の啓発パトロール 　・農業排水対策の啓発パトロール 　・農業排水対策の啓発パトロール
　・農業排水反復利用事業 　・農業排水反復利用事業 　・農業排水反復利用事業 　・農業排水反復利用事業
　・農業使用済みプラスティック適正処理支援 　・農業使用済みプラスティック適正処理支援 　・農業使用済みプラスティック適正処理支援 　・農業使用済みプラスティック適正処理支援
    
３　資源循環型農業推進業務 ３　資源循環型農業推進業務 ３　資源循環型農業推進業務 ３　資源循環型農業推進業務

主な事業内容 　・有機農業実践活動事業への支援 　・有機農業実践活動事業への支援 　・有機農業実践活動事業への支援 　・有機農業実践活動事業への支援
　・有機農業の推進 　・有機農業の推進 　・有機農業の推進

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 48.6% 50.0% 50.0% 50.0%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 72,220千円 県支出金 81,693千円

事業の財源 96,954千円 市債 0千円 109,986千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 24,734千円 一般財源 28,293千円

職員数/人件費 正 1.1人 会計任 0.75人 7,237 千円 正 1.7人 会計任 0.75人 10,717 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 42.3％ 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

【成果】 　有機農業の実践については、畜産クラスター協議 現状維持 ○ 財源
○環境保全型農業直接支払交付金 会と連携し、耕畜連携の推進を図る。
　団体数　68団体 　有機農業の取組を拡大するため、有機農業実施計 見直して継続 拡大
　取組対象面積　2,183.1ha 画を策定する。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 　交付金額　93,361千円 縮小 削減
○有機農業実践活動事業推進　7件 事業統合 人員

Check 3 【課題】 手

東

段見直
　有機農業実践

近

活動事業の効果的な取

江

組を進める必 休止・廃

市

止 拡大
要がある。 現状

総

○

完了 削減

合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 環境こだわり米の作付面積率 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 377

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 50.0% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律、環境保全型農業直接支払交付金実施要綱、東 東近江市地域福祉
近江市環境保全型農業直接支払交付金交付要綱 計画、東近江市農

○ 施策 ：04環境農業の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治村振興基本計画（

事務事業名 　環境保全型農業直接支払交付金の取組において、環境こだわり農産物の栽培面積の拡大と環境負荷 アグリプラン）
関連計画軽減や地球温暖化防止に資する取組を支援します。また、農業排水や濁水の流出を防止し、琵琶湖の

環境農業推進事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計富栄養化の削減を図るとともに、農家自身が農業から出る廃棄物を産業廃棄物として、責任を持って

処理する体系を確立します。さらに、耕畜連携による有機物の有効利用やなたねの生産促進等、資源 大事業コード 100000
循環型の農業の推進を図ります。 算

款   項   目 060103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　環境保全型農業直接支払業務 １　環境保全型農業直接支払業務 １　環境保全型農業直接支払業務 １　環境保全型農業直接支払業務
　・環境保全型農業直接支払交付金 　・環境保全型農業直接支払交付金 　・環境保全型農業直接支払交付金 　・環境保全型農業直接支払交付金
    
２　農業生産活動における環境負荷軽減対策業務 ２　農業生産活動における環境負荷軽減対策業務 ２



業務
    

主な事業内容 ５　畜産環境対策業務 ５　畜産環境対策業務 ５　畜産環境対策業務 ５　畜産環境対策業務
　・家畜糞尿処理や畜舎臭気に対する苦情対応 　・家畜糞尿処理や畜舎臭気に対する苦情対応 　・家畜糞尿処理や畜舎臭気に対する苦情対応 　・家畜糞尿処理や畜舎臭気に対する苦情対応

（年次計画）     
６　畜産クラスター事業支援業務 ６　畜産クラスター事業支援業務 ６　畜産クラスター事業支援業務 ６　畜産クラスター事業支援業務

Plan 1    
７　畜産振興基金活用事業 ７　畜産振興基金活用事業 ７　畜産振興基金活用事業

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 3,612頭 3,971頭 3,971頭 3,971頭

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 5,801千円 市債 0千円 6,164千円 市債 0千円

その他 5,728千円 その他 6,000千円

一般財源 73千円 一般財源 164千円

職員数/人件費 正 0.77人 会計任 0人 4,147 千円 正 0.72人 会計任 0人 3,880 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 2,548頭 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

R5の畜産振興クラウドファンディングによる寄付金 　寄付金を活用した畜産農家の支援事業をR8まで実 現状維持 ○ 財源
を活用して、畜産農家の素牛導入を支援した。 施する。
　高病原性鳥インフルエンザについて、特定家畜伝 　特定家畜伝染病防疫対策について、引き続き強化 見直して継続 拡大
染病防疫対策本部規程に基づきスムーズな初動対応 を図る。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 等、防疫体制の強化が必要である。 　畜産経営に伴う臭気問題については、県を交え地 縮小 削減
　また、地域ぐるみで畜産収益力の強化や臭気対策 域住民等の理解を得て、畜産経営の改善を図る。 事業統合 人員

Check 3 を含めた畜産経営の改善に向けて、設立した東近江 　また、設立したクラスター協議会において、国庫 手段見直
市畜産クラスター協議会において国庫補助事業の活 補助事業を活用する畜産農

東

家の支援を行うととも

近

に 休止・廃止 拡大
用を

江

推進するなど、引き続

市

き、畜産経営による臭

総

気 、協議会構成員相互

合

の情報共有を図る。 現

計

状 ○
問題の解決に向け

画

た取組が必要である。

～

完了 削減

まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 乳牛・肉用牛の飼養頭数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 18

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 3,971頭 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　東近江市農産振興関係補助金交付要綱、東近江市畜産振興対策事業補助金交付要綱 東近江市酪農・肉
用牛生産近代化計

○ 施策 ：05畜産の振興 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治画、東近江市地域

事務事業名 　畜産に係る生産振興、家畜伝染病の防疫対策、自給飼料の供給向上、労働環境の改善、繁殖肥育一 福祉計画、東近江
関連計画貫経営の推進、畜産環境対策、生産者団体の育成等を行います。 市農村振興基本計

畜産振興事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計画（アグリプラン

） 大事業コード 010000
算

款   項   目 060104

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　各種共進会出品者激励 １　各種共進会出品者激励 １　各種共進会出品者激励 １　各種共進会出品者激励
    
２　農業者互助制度支援対策業務 ２　農業者互助制度支援対策業務 ２　農業者互助制度支援対策業務 ２　農業者互助制度支援対策業務
    
３　家畜自衛防疫推進業務 ３　家畜自衛防疫推進業務 ３　家畜自衛防疫推進業務 ３　家畜自衛防疫推進業務
　・三種混合接種、IBR接種、五種混合接種 　・三種混合接種、IBR接種、五種混合接種 　・三種混合接種、IBR接種、五種混合接種 　・三種混合接種、IBR接種、五種混合接種
    
４　特定家畜伝染病防疫対策業務 ４　特定家畜伝染病防疫対策業務 ４　特定家畜伝染病防疫対策業務 ４　特定家畜伝染病防疫対策



の除去 　・河川清掃、浮遊堆積物の除去 　・河川清掃、浮遊堆積物の除去 　・河川清掃、浮遊堆積物の除去
Plan 1 　・モニタリング等の指導と助言 　・モニタリング等の指導と助言 　・モニタリング等の指導と助言 　・モニタリング等の指導と助言

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 1,320羽 850羽 850羽 850羽

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 72千円 県支出金 72千円

事業の財源 328千円 市債 0千円 348千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 256千円 一般財源 276千円

職員数/人件費 正 0.32人 会計任 0人 1,924 千円 正 0.27人 会計任 0人 1,683 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 3,845羽 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　水産多面的機能発揮対策事業により、河川環境の 　水産多面的機能発揮対策事業や水産振興補助によ 現状維持 ○ 財源
向上や地域住民活動による意識の向上が図れた。 り、河川環境の向上や漁業環境の保全に資する活動
　愛知川から琵琶湖にかけて生息する水産資源の生 を支援し、水産業の振興を図る。 見直して継続 拡大
活環境を整え水産業の振興を図るために支援を行っ 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 た。 縮小 削減
　カワウによる捕食等でアユなどの漁獲量に影響が 事業統合 人員

Check 3 生じていることから駆除などの対策が必要である。 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 愛知川に生息するカワウの数 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 318

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 850羽 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　東近江市農産振興関係補助金交付要綱、東近江市水産業振興事業補助金交付要綱 東近江市農村振興
基本計画（アグリ

○ 施策 ：06水産業の振興 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治プラン）

事務事業名 　水産資源の保全等に配慮しながら、沿湖・河川漁業の振興を図ります。
関連計画

水産業振興対策事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 010000
算

款   項   目 060301

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　漁業振興業務 １　漁業振興業務 １　漁業振興業務 １　漁業振興業務
　・水産業振興補助 　・水産業振興補助 　・水産業振興補助 　・水産業振興補助
    
２　カワウ被害防除業務 ２　カワウ被害防除業務 ２　カワウ被害防除業務 ２　カワウ被害防除業務
　・カワウ捕獲駆除 　・カワウ捕獲駆除 　・カワウ捕獲駆除 　・カワウ捕獲駆除
　・カワウ追い払い 　・カワウ追い払い 　・カワウ追い払い 　・カワウ追い払い
    
３　漁業環境保全業務 ３　漁業環境保全業務 ３　漁業環境保全業務 ３　漁業環境保全業務
    

主な事業内容 ４　舟溜り管理業務 ４　舟溜り管理業務 ４　舟溜り管理業務 ４　舟溜り管理業務
    

（年次計画） ５　水産多面的機能発揮対策事業支援業務 ５　水産多面的機能発揮対策事業支援業務 ５　水産多面的機能発揮対策事業支援業務 ５　水産多面的機能発揮対策事業支援業務
　・河川清掃、浮遊堆積物



・地場野菜市内流通検討
    
２　食農・食育推進業務 ２　食農・食育推進業務 ２　食農・食育推進業務 ２　食農・食育推進業務
　・田んぼの学校推進事業 　・田んぼの学校推進事業 　・田んぼの学校推進事業 　・田んぼの学校推進事業
　・食農教育の推進、農家との交流事業 　・食農教育の推進、農家との交流事業 　・食農教育の推進、農家との交流事業 　・食農教育の推進、農家との交流事業

主な事業内容 　・あぐりキッズスクール 　・あぐりキッズスクール 　・あぐりキッズスクール 　・あぐりキッズスクール
　・地産食材魅力発信プロジェクト

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 132.4億円 140.0億円 140.0億円 140.0億円

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 1,225千円 県支出金 1,320千円

事業の財源 6,015千円 市債 0千円 2,932千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 4,790千円 一般財源 1,612千円

職員数/人件費 正 0.6人 会計任 0人 3,568 千円 正 0.6人 会計任 0人 3,543 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 109.7億円 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　市内小学校において田んぼの学校推進事業とあぐ 　次代を担う子どもたちに対し食農・食育を推進す 現状維持 ○ 財源
りキッズスクールを実施し、食農・食育の推進を図 るため、継続して田んぼの学校推進事業及びあぐり
ることができた。R6から始めた米の消費拡大事業に キッズスクールを実施する。 見直して継続 拡大
おいてもお米の良さを伝えることができた。 　また、米の消費拡大事業を継続し、お米の良さを 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 　次代を担う子どもたちに対し、今後も食農・食育 伝えていく。 縮小 削減
を推進する必要がある。 事業統合 人員

Check 3 　 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農業産出額（推計） 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 305

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 140.0億円 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　東近江市地産地消推進協議会規約、東近江市地産地消推進事業費補助金交付要綱 東近江市地産地消
推進計画、東近江

○ 施策 ：07食育・地産地消の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治市地域福祉計画、

事務事業名 　地域農業の振興と関連産業の活性化を図るため、生産者と消費者及び関連事業者の連携を深め、地 東近江市農村振興
関連計画域で生産された安全・安心な農産物を地域で消費する地産地消を推進します。 基本計画（アグリ

食農・食育推進事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計　また、子どもたちの地域農業、食文化への関心を深めるため、農業体験学習を進めます。 プラン）

大事業コード 110000
算

款   項   目 060103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　地産地消推進業務 １　地産地消推進業務 １　地産地消推進業務 １　地産地消推進業務
　・地産地消推進協議会の運営補助 　・地産地消推進協議会の運営補助 　・地産地消推進協議会の運営補助 　・地産地消推進協議会の運営補助
　・直売所活性化事業補助 　・直売所活性化事業補助 　・直売所活性化事業補助 　・直売所活性化事業補助
　・学校給食関係者の情報交換会の開催 　・学校給食関係者の情報交換会の開催 　・学校給食関係者の情報交換会の開催 　・学校給食関係者の情報交換会の開催
　・地場野菜市内流通検討 　・地場野菜市内流通検討 　・地場野菜市内流通検討 　



賃貸契約 　・施設用地の土地賃貸契約
　・施設維持管理委託業務 　・施設維持管理委託業務 　・施設維持管理委託業務 　・施設維持管理委託業務
    
２　マーガレットステーションの維持管理 ２　マーガレットステーションの維持管理 ２　マーガレットステーションの維持管理 ２　マーガレットステーションの維持管理
　・指定管理者による管理運営 　・指定管理者による管理運営 　・指定管理者による管理運営 　・指定管理者による管理運営
　・施設の維持修繕 　・施設の維持修繕 　・施設の維持修繕 　・施設の維持修繕

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 132.4億円 140.0億円 140.0億円 140.0億円

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 3,836千円 市債 0千円 5,064千円 市債 0千円

その他 1,227千円 その他 1,316千円

一般財源 2,609千円 一般財源 3,748千円

職員数/人件費 正 0.75人 会計任 0人 4,533 千円 正 0.8人 会計任 0人 4,533 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 109.7億円 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　利用者が安心して利用するため、施設等の修繕に 　ファームトピア蒲生野の管理について、新たな利 現状維持 財源 令和８年度以降
努めた。 用者を見出すため、市内の学校等と連携するなど施 　重点道の駅の整備に向けた事業費の増
　ファームトピア蒲生野の利用者を増やす必要があ 設の活性化を図る。 見直して継続 拡大 ○
る。また、施設の老朽化が課題である。 　マーガレットステーションについては、施設の適 拡大 ○ 現状

事務事業の改善内容 切な維持管理に努める。 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農業産出額（推計） 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 306

○基本的政策：01活力と多様性のある農業水産が発展するまちをつくりま 指標の目標値 140.0億円 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農業水産課

　す 関 係 法 令 　東近江市ファームトピア蒲生野条例、東近江市ファームトピア蒲生野条例施行規則、東近江市あい 東近江市農村振興
とうマーガレットステーション条例、東近江市あいとうマーガレットステーション条例施行規則 基本計画（アグリ

○ 施策 ：07食育・地産地消の推進 市 条 例 等 作　　成　　者 大久保　吉治プラン）

事務事業名 　都市住民等の農業者以外の者が、自然とふれあいの中で農作業体験を通じ農業に対する理解を深め
関連計画る場として、また都市と農村の交流を推進し、地域活性化を図る場として、市民農園等を有する当該

地産地消関連施設管理運営事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計施設の適切な管理運営を行います。

　田園生活の楽しさを市民や都市生活者等との交流活動を通して提案し、農村と都市の心ふれあう機 大事業コード 120000
会づくりを促進するとともに、農業を活性化させるため、直売館や農産物加工施設等を有する当該施 算

款   項   目 060103設の適切な管理運営を行います。

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　ファームトピア蒲生野の維持管理 １　ファームトピア蒲生野の維持管理 １　ファームトピア蒲生野の維持管理 １　ファームトピア蒲生野の維持管理
　・施設の維持修繕 　・施設の維持修繕 　・施設の維持修繕 　・施設の維持修繕
　・施設用地の土地賃貸契約 　・施設用地の土地賃貸契約 　・施設用地の土地



支援 ３　地域おこし協力隊の活動支援 ３　地域おこし協力隊の活動支援
（年次計画） 　　綿貫慧　令和６年６月から    

    
Plan 1 ４　林業生産性向上にかかる支援 ４　林業生産性向上にかかる支援 ４　林業生産性向上にかかる支援 ４　林業生産性向上にかかる支援

　　林業生産性向上機械等導入補助金  
（実績） 　　　購入補助　１件

　　　貸借補助　１件　
Do 2

指標の年度目標値 10,000㎥ 10,000㎥ 10,000㎥ 10,000㎥

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 26,675千円 市債 0千円 39,368千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 26,675千円 一般財源 39,368千円

職員数/人件費 正 0.95人 会計任 1.2人 9,300 千円 正 1.15人 会計任 1.2人 10,455 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 4,521㎥ 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

・集落の意向調査を行い、整備方針を３地区で定め ・集落の意向調査と整備方針の策定について、計画 現状維持 ○ 財源
た。 的に取組を進めていく必要がある。
・リモートセンシングデータなどを基に「森林境界 ・森林境界明確化は、リモートセンシングデータを 見直して継続 拡大
推計図」を作成し、机上による森林境界明確化事業 活用した「机上による森林境界明確化事業」にて事 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 を２地区で実施した。 業の進捗を図る。 縮小 削減
・東近江市森林経営管理モデル事業を２地区で実施 ・森林経営管理モデル事業を実施し、事業成果をＰ 事業統合 人員

Check 3 した。 Ｒすることで適正な森林整備の促進を図る。 手段見直
・林業の担い手として、地域おこし協力隊を支援し ・林業生産性向上機械等導入補助金にて、スマート 休止・廃止 拡大
た。 林業化を推進する。 現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 市内産木材の搬出量 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 89

○基本的政策：02森林や里山が適切に保全管理され資源を利活用するまち 指標の目標値 10,000㎥/年 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 林業振興課

　をつくります 関 係 法 令 　森林法 東近江市森林整備
計画

○ 施策 ：01林業の振興 市 条 例 等 作　　成　　者 吉村　正昭

事務事業名 　市民が森林に親しみ、憩いの場となるような森林の整備を行うとともに、地元材の活用を促進する
関連計画ため、共生林の整備や施業実施区域の明確化及び成熟期を迎える森林の長期伐材への誘導、また、林

林業振興対策事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計業関係団体への支援を実施します。

大事業コード 020000
算

款   項   目 060202

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　林業関係団体への支援 １　林業関係団体への支援 １　林業関係団体への支援 １　林業関係団体への支援
　 　 　 　
２　境界明確化事業 ２　境界明確化事業 ２　境界明確化事業 ２　境界明確化事業
　　集落会議 　　集落合意形成、森林境界明確化の推進、森林経 　　集落合意形成、森林境界明確化の推進、森林経 　　集落合意形成、森林境界明確化の推進、森林経
　　　和南町、永源寺高野町、茨川町 　営管理モデル事業の実施 　営管理モデル事業の実施 　営管理モデル事業の実施
　　森林境界明確化    
　　　九居瀬町（13.5ha）、君ヶ畑町（225.3ha）    
　　森林経営管理モデル事業    
　　　蓼畑町（2.41ha）、黄和田町（0.01ha）    

主な事業内容     
３　地域おこし協力隊の活動支援 ３　地域おこし協力隊の活動



,000㎥ 10,000㎥ 10,000㎥

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 29,025千円

事業の財源 10,697千円 市債 0千円 59,340千円 市債 0千円

その他 1,742千円 その他 10,765千円

一般財源 8,955千円 一般財源 19,550千円

職員数/人件費 正 1人 会計任 0.3人 6,845 千円 正 0.95人 会計任 0人 5,555 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 4,521㎥ 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

・維持補修工事の実施により危険箇所の解消が図れ ・日常パトロールの実施により通行の安全を確保す 現状維持 財源 令和８年度以降
た。 る。  トンネル改良工事の実施に伴う事業費の増
・施設の老朽化による小規模な土砂崩れが発生し、 ・継続した維持補修工事及び改良工事の実施により 見直して継続 拡大 ○
通行に支障をきたす恐れがある。 、健全な林道交通の維持に務める。 拡大 ○ 現状

事務事業の改善内容  縮小 削減
　 事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 市内産木材の搬出量 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 90

○基本的政策：02森林や里山が適切に保全管理され資源を利活用するまち 指標の目標値 10,000㎥/年 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担　当　課　名 林業振興課

　をつくります 関 係 法 令 － －

○ 施策 ：01林業の振興 市 条 例 等 作　　成　　者 吉村　正昭

事務事業名 　林業振興の基盤である林道の整備（法面保護や防護施設整備）や維持補修（御池線・岩ケ谷線他）
関連計画等を実施し、利用者の安全な通行の確保と林業経営基盤の強化を図ります。

林道整備事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 040000
算

款   項   目 060202

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　林道の整備 １　林道の整備 １　林道の整備 １　林道の整備
　　林道茨川線中心線測量業務 　　折戸トンネル改良工事 　　折戸トンネル改良工事 　　茨川線水路改良工事
 　　茨川線水路改良工事 　　茨川線水路改良工事 　　甲津畑原線道路改良工事
 　　第三天狗橋改良工事の測量設計業務 　　第三天狗橋改良工事     萱尾蓼畑線法面改良工事
    
２　林道の維持管理 ２　林道の維持管理 ２　林道の維持管理 ２　林道の維持管理
　　崩土の除去・側溝清掃・路側部の刈払い・支障 　　崩土の除去・側溝清掃・路側部の刈払い・支障 　　崩土の除去・側溝清掃・路側部の刈払い・支障 　　崩土の除去・側溝清掃・路側部の刈払い・支障
　木の伐採・舗装補修の実施 　木の伐採・舗装補修の実施 　木の伐採・舗装補修の実施 　木の伐採・舗装補修の実施

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 10,000㎥ 10



　　 　　 　　
５　災害に強い森林整備事業 ５　災害に強い森林整備事業 ５　災害に強い森林整備事業 ５　災害に強い森林整備事業

（年次計画） 　　林辺の緩衝帯整備 　　林辺の緩衝帯整備 　　林辺の緩衝帯整備 　　林辺の緩衝帯整備
　　　上羽田町（0.2ha）、稲垂町（0.88ha）、    

Plan 1 　　　五個荘川並町（1.4ha）    
    

（実績） ６　治山事業 ６　治山事業 ６　治山事業 ６　治山事業

Do 2

指標の年度目標値 10,000㎥ 10,000㎥ 10,000㎥ 10,000㎥

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 1,170千円 県支出金 1,330千円

事業の財源 17,249千円 市債 0千円 15,654千円 市債 0千円

その他 770千円 その他 1,200千円

一般財源 15,309千円 一般財源 13,124千円

職員数/人件費 正 1人 会計任 0.3人 6,630 千円 正 0.9人 会計任 0.1人 5,695 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 4,521㎥ 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

・森林組合等の林業事業体が実施する造林事業を支 ・森林組合等の林業事業体が実施する造林事業を支 現状維持 ○ 財源
援することで、主伐再造林、搬出間伐や保育間伐等 援していく。
の森林施業が促進された。 ・間伐材の有効利用のために架線設置及び運搬経費 見直して継続 拡大
・森林所有者・施業者の経費負担の軽減を図り継続 に対して引き続き支援を行う。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 的な森林整備が必要である。 ・災害に強い森林づくり事業実施後の適正な維持管 縮小 削減
・里山については、事業実施後の維持管理を地元で 理を図る。 事業統合 人員

Check 3 継続して進めていく必要がある。 手段見直
　 休止・廃止 拡大
 現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 市内産木材の搬出量 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 317
 

○基本的政策：02森林や里山が適切に保全管理され資源を利活用するまち 指標の目標値 10,000㎥/年 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 林業振興課

　をつくります 関 係 法 令 　森林法 東近江市森林整備
計画

○ 施策 ：01林業の振興 市 条 例 等 作　　成　　者 吉村　正昭

事務事業名 　造林の推進や林業経営の安定とともに、水源涵養や環境保全など森林の公益的機能の増進を図るた
関連計画め、国・県の補助事業も活用し、保育（木起こし・下刈・除伐・間伐・枝打ち等）の事業など森林整

森林環境保全事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計備を進めます。

大事業コード 030000
算

款   項   目 060202

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　市営林の造林・管理運営 １　市営林の造林・管理運営 １　市営林の造林・管理運営 １　市営林の造林・管理運営
    
２　里山エリア再生事業 ２　里山エリア再生事業 ２　里山エリア再生事業 ２　里山エリア再生事業
　　国・県の受託造林事業への補助 　　国・県の受託造林事業への補助 　　国・県の受託造林事業への補助 　　国・県の受託造林事業への補助
    
３　分収森林交付金の支払分収契約に基づく分収森 ３　分収森林交付金の支払分収契約に基づく分収森 ３　分収森林交付金の支払分収契約に基づく分収森 ３　分収森林交付金の支払分収契約に基づく分収森
　林交付金の支出 　林交付金の支出 　林交付金の支出 　林交付金の支出
    
４　間伐対策事業への補助 ４　間伐対策事業への補助 ４　間伐対策事業への補助 ４　間伐対策事業への補助

主な事業内容  



㎥ 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

・適切な施設管理を実施した。 ・適切な施設管理を実施する。 現状維持 ○ 財源
・林業関係団体の情報交換の場や研修会の参加を通 ・森林資源の活用と林業活性化のために学習会や木
じて、後継者育成と林業の活性化を図る必要がある 材利用指針の検討を行う。 見直して継続 拡大
。  拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 市内産木材の搬出量 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 381

○基本的政策：02森林や里山が適切に保全管理され資源を利活用するまち 指標の目標値 10,000㎥/年 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 林業振興課

　をつくります 関 係 法 令 　森林法 －

○ 施策 ：01林業の振興 市 条 例 等 作　　成　　者 吉村　正昭

事務事業名 　林業関係団体の情報交換の場や林業に関する研修会への参加を通じて、後継者の育成と林業の活性
関連計画化を図ります。

林業総務管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 020000
算

款   項   目 060201

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　林業関係協議会等の運営・参画 １　林業関係協議会等の運営・参画 １　林業関係協議会等の運営・参画 １　林業関係協議会等の運営・参画
　　滋賀県林業協会 　　滋賀県林業協会 　　滋賀県林業協会 　　滋賀県林業協会
　　湖東の森づくり自治体会合 　　湖東の森づくり自治体会合 　　湖東の森づくり自治体会合 　　湖東の森づくり自治体会合

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 10,000㎥ 10,000㎥ 10,000㎥ 10,000㎥

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 1,279千円 市債 0千円 1,442千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 1,279千円 一般財源 1,442千円

職員数/人件費 正 0.55人 会計任 0.2人 4,348 千円 正 0.55人 会計任 0人 3,711 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 4,521



分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

・公共施設等の木造化や木質化を促進する。 ・市内産木材の認知度向上と利用促進を図る。 現状維持 ○ 財源
 

見直して継続 拡大
拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 縮小 削減
事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 市内産木材の搬出量 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 5055
 

○基本的政策：02森林や里山が適切に保全管理され資源を利活用するまち 指標の目標値 10,000㎥/年 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 林業振興課

　をつくります 関 係 法 令 　森林法 東近江市森林整備
計画

○ 施策 ：01林業の振興 市 条 例 等 作　　成　　者 吉村　正昭

事務事業名 　市内産木材の利活用促進として地域資源の流通の確立と販売促進を図ります。
関連計画

地域産材利活用事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 010000
算

款   項   目 060202

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　木材利用促進事業 １　木材利用促進事業 １　木材利用促進事業 １　木材利用促進事業
　 　 　 　
２　東近江市産木材調達管理基金の利用促進　　 ２　東近江市産木材調達管理基金の利用促進　　 ２　東近江市産木材調達管理基金の利用促進　　 ２　東近江市産木材調達管理基金の利用促進　　

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 10,000㎥ 10,000㎥ 10,000㎥ 10,000㎥

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 0千円 市債 0千円 0千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 0千円 一般財源 0千円

職員数/人件費 正 0.55人 会計任 0.2人 4,348 千円 正 0.5人 会計任 0.1人 3,776 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 4,521㎥ 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配



獣追払い対策 ３　鳥獣追払い対策 ３　鳥獣追払い対策
　　住民による追い払い活動の推進 　　住民による追い払い活動の推進 　　住民による追い払い活動の推進 　　住民による追い払い活動の推進
    

主な事業内容 ４　被害防除技術の啓発 ４　被害防除技術の啓発 ４　被害防除技術の啓発 ４　被害防除技術の啓発
　　緩衝帯の整備　 　　緩衝帯の整備　 　　緩衝帯の整備　 　　緩衝帯の整備　

（年次計画） 　　家畜放牧 　　家畜放牧 　　家畜放牧 　　家畜放牧
    

Plan 1 ５　地域ぐるみ獣害防止対策の推進 ５　地域ぐるみ獣害防止対策の推進 ５　地域ぐるみ獣害防止対策の推進 ５　地域ぐるみ獣害防止対策の推進
 　　獣害対策出前講座の実施 　　獣害対策出前講座の実施 　　獣害対策出前講座の実施

（実績）     
６　広域鳥獣被害防止対策協議会事業 ６　広域鳥獣被害防止対策協議会事業 ６　広域鳥獣被害防止対策協議会事業 ６　広域鳥獣被害防止対策協議会事業

Do 2 　　鳥獣害防止総合対策事業 　　鳥獣害防止総合対策事業 　　鳥獣害防止総合対策事業 　　鳥獣害防止総合対策事業
　　　狩猟者(わな免許取得等)養成研修活動 　　　狩猟者(わな免許取得等)養成研修活動 　　　狩猟者(わな免許取得等)養成研修活動 　　　狩猟者(わな免許取得等)養成研修活動
　　　 　　　 　　　 　　　

指標の年度目標値 4,300千円 4,000千円 4,000千円 4,000千円

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 21,157千円 県支出金 26,785千円

事業の財源 40,992千円 市債 0千円 39,015千円 市債 0千円

その他 10,500千円 その他 8,500千円

一般財源 9,335千円 一般財源 3,730千円

職員数/人件費 正 1.48人 会計任 0.34人 10,428 千円 正 1.35人 会計任 0.01人 8,070 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 2,315千円 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容
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07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農作物被害金額 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 17

○基本的政策：02森林や里山が適切に保全管理され資源を利活用するまち 指標の目標値 4,000千円/年 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 林業振興課

　をつくります 関 係 法 令 　鳥獣被害防止特別措置法 東近江市鳥獣被害
防止計画、東近江

○ 施策 ：02有害鳥獣対策 市 条 例 等 作　　成　　者 吉村　正昭市地域福祉計画、

事務事業名 　増え続ける野生鳥獣による農作物への被害を防止し、耕作放棄の防止と農業経営の安定を図るため 東近江地域鳥獣被
関連計画、鳥獣の保護や有害鳥獣の捕獲、防除柵の設置への支援等を実施するとともに、追払い活動や防除技 害防止計画

鳥獣対策事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計術について市民への啓発を行います。また、野生鳥獣が潜む農地周辺の里山の整備を進めることによ

り、被害の軽減を図ります。 大事業コード 140000
算

款   項   目 060103

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　有害鳥獣の捕獲 １　有害鳥獣の捕獲 １　有害鳥獣の捕獲 １　有害鳥獣の捕獲
　　市内猟友会に委託し有害鳥獣の捕獲を実施 　　市内猟友会に委託し有害鳥獣の捕獲を実施 　　市内猟友会に委託し有害鳥獣の捕獲を実施 　　市内猟友会に委託し有害鳥獣の捕獲を実施
    
２　獣害対策フェンス･柵の設置指導・助成 ２　獣害対策フェンス･柵の設置指導・助成 ２　獣害対策フェンス･柵の設置指導・助成 ２　獣害対策フェンス･柵の設置指導・助成
　　　金属フェンス0.2km 　　金属フェンス・電気柵 　　金属フェンス・電気柵 　　金属フェンス・電気柵
    
３　鳥獣追払い対策 ３　鳥



　・ダム所在市町村連絡協議会 　・ダム所在市町村連絡協議会 　・ダム所在市町村連絡協議会
（年次計画） 　・市農業農村整備推進協議会 　・市農業農村整備推進協議会 　・市農業農村整備推進協議会 　・市農業農村整備推進協議会

    
Plan 1 ４　市単独かんがい排水事業補助（地元発注） ４　市単独かんがい排水事業補助（地元発注） ４　市単独かんがい排水事業補助（地元発注） ４　市単独かんがい排水事業補助（地元発注）

    
（実績） ５　土地改良区の運営検査、指導 ５　土地改良区の運営検査、指導 ５　土地改良区の運営検査、指導 ５　土地改良区の運営検査、指導

   
Do 2 ６　農業水利施設の省エネルギー化促進に対する支

援(土地改良区)

指標の年度目標値 91.5% 91.6% 91.6% 91.6%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 33,157千円 県支出金 32,000千円

事業の財源 79,271千円 市債 17,100千円 84,098千円 市債 17,100千円

その他 0千円 その他 15千円

一般財源 29,014千円 一般財源 34,983千円

職員数/人件費 正 1.63人 会計任 0人 9,844 千円 正 1.63人 会計任 0.1人 10,182 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 91.6% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　幹線排水路（新布引川）の矢板護岸に腐食が見ら 　新布引川の改修工事を継続して実施する。補正予 現状維持 ○ 財源
れたことから、補助事業を活用し、修繕工事に着手 算を含めた国庫補助を有効に活用し、早期事業完了
した。除塵機等の施設に不具合が発生した際の異常 に努める。除塵機等の異常通報装置（１箇所）の更 見直して継続 拡大
通報装置の更新（２箇所）を行った。 新を行う。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 　管理する施設の老朽化が進んでおり、故障した場 　日常的な施設の点検を行い、施設の適切な管理を 縮小 削減
合、周辺に二次被害を及ぼす可能性があるため定期 行う。 事業統合 人員

Check 3 的な点検と予防保全を進めていく必要が

東

ある。  手段見直
　 休

近

止・廃止 拡大
 現状 ○

江

完了 削減

市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農業生産基盤の整備（ほ場整備）ができた割合 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 254

○基本的政策：03安定した生産性の高い農業が継続できるまちをつくりま 指標の目標値 91.6% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農村整備課

　す 関 係 法 令 　土地改良法、東近江市土地改良事業補助金交付要綱 －

○ 施策 ：01農業生産基盤の整備 市 条 例 等 作　　成　　者 河合　哲

事務事業名 　土地改良施設の清掃、修繕や工事、工事補助を行うとともに、土地改良区の運営を支援し、土地改
関連計画良施設の適切な維持管理を図ります。

土地改良施設維持管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 030000
算

款   項   目 060105

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　土地改良施設の維持管理 １　土地改良施設の維持管理 １　土地改良施設の維持管理 １　土地改良施設の維持管理
　・用排水路施設等 　・用排水路施設等 　・用排水路施設等 　・用排水路施設等
    
２　農業用排水路施設改修工事 ２　農業用排水路施設改修工事 ２　農業用排水路施設改修工事 ２　農業用排水路施設改修工事
　・新布引川改修工事 　・新布引川改修工事 　・新布引川改修工事 　・六ツ木排水路改修工事
　・幹線排水路浚渫工事等 　・幹線排水路浚渫工事等 　・幹線排水路浚渫工事等 　・幹線排水路浚渫工事等
    
    
３　各種負担金・補助金等 ３　各種負担金・補助金等 ３　各種負担金・補助金等 ３　各種負担金・補助金等

主な事業内容 　・土地改良事業団体連合会 　・土地改良事業団体連合会 　・土地改良事業団体連合会 　・土地改良事業団体連合会
　・ダム所在市町村連絡協議会



施設管理事業負担金
　・日野川地区 　・日野川地区 　・日野川地区 　・日野川地区

主な事業内容     
４　国営事業　湖東平野地区    

（年次計画） 　　　　　　　（一般施設事業費償還）　　　 　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　
    

Plan 1   

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 91.5% 91.6% 91.6% 91.6%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 62,962千円 県支出金 70,692千円

事業の財源 1,472,007千円 市債 1,138,400千円 163,626千円 市債 0千円

その他 138,835千円 その他 12,092千円

一般財源 131,810千円 一般財源 80,842千円

職員数/人件費 正 0.8人 会計任 0人 5,583 千円 正 0.8人 会計任 0.1人 5,805 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 91.6% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　国営事業湖東平野地区の事業完了による市負担金 　土地改良区の健全運営と農業用水の安定供給を行 現状維持 ○ 財源
の償還を行った。 うために適切な維持管理事業を進める必要がある。
　国営造成施設や附帯施設を管理する土地改良区に 事業実施に当たっては、コストの削減のためチェッ 見直して継続 拡大
対して、施設管理や修繕を適切に実施するために必 ク機能の強化を図る。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 要な支援を行った。　　　　 　 縮小 削減
　農業水利施設の老朽化に加えて電気代高騰など、 事業統合 人員

Check 3 今後、施設の維持管理費に多大の費用を要すること 手段見直
になり、土地改良区の健全運営のため、適切な財源 休止・廃止 拡大
確保が必要となる。　 現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農業生産基盤の整備（ほ場整備）ができた割合 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 275

○基本的政策：03安定した生産性の高い農業が継続できるまちをつくりま 指標の目標値 91.6% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農村整備課

　す 関 係 法 令 　土地改良法、東近江市土地改良事業補助金交付要綱、東近江市地域用水機能増進事業分担金徴収条 －
例

○ 施策 ：01農業生産基盤の整備 市 条 例 等 作　　成　　者 河合　哲

事務事業名 　国営造成の土地改良施設の適切な維持管理を図るとともに、土地改良区及び関連事業への負担金を
関連計画支出し、土地改良区の健全運営と農業用水の安定供給を図ります。

国営関連かんがい排水事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 050000
算

款   項   目 060105

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　土地改良区協力金及び関連事業負担金 １　土地改良区協力金及び関連事業負担金 １　土地改良区協力金及び関連事業負担金 １　土地改良区協力金及び関連事業負担金
　・愛知川沿岸土地改良区 　・愛知川沿岸土地改良区 　・愛知川沿岸土地改良区 　・愛知川沿岸土地改良区
　・日野川流域土地改良区　　　 　・日野川流域土地改良区　　　 　・日野川流域土地改良区　　　 　・日野川流域土地改良区　　　
    
２　国営施設関連事業 ２　国営施設関連事業 ２　国営施設関連事業 ２　国営施設関連事業
　・水利施設管理強化事業 　・水利施設管理強化事業 　・水利施設管理強化事業 　・水利施設管理強化事業
    
３　基幹水利施設管理事業負担金 ３　基幹水利施設管理事業負担金 ３　基幹水利施設管理事業負担金 ３　基幹水利



3,172千円 県支出金 22,000千円

事業の財源 45,964千円 市債 0千円 51,466千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 900千円

一般財源 42,792千円 一般財源 28,566千円

職員数/人件費 正 1.16人 会計任 0.01人 6,857 千円 正 1.36人 会計任 0人 8,381 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 91.6% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　土器町地先の防災重点農業用ため池の廃止に向け 　土地改良区等が行う団体営事業に対して、農家負 現状維持 ○ 財源
た設計業務を行った。 担軽減のために財源を確保し、国が示すガイドライ
　地元土地改良区や営農法人等が実施する簡易な土 ンに基づく支援を行う。 見直して継続 拡大
地改良施設の修繕等事業に対する支援を行った。 　土器町地先の防災重点農業用ため池の廃止工事を 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容 　農業者等が実施する簡易な土地改良事業に対する 確実に実施し、安心安全なまちづくりを進める。 縮小 削減
支援ができるように、財源確保に努める必要がある 事業統合 人員

Check 3 。 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農業生産基盤の整備（ほ場整備）ができた割合 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 276

○基本的政策：03安定した生産性の高い農業が継続できるまちをつくりま 指標の目標値 91.6% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担　当　課　名 農村整備課

　す 関 係 法 令 　土地改良法、東近江市土地改良事業補助金交付要綱、東近江市団体営土地改良事業分担金徴収条例 農業農村整備事業
管理計画

○ 施策 ：01農業生産基盤の整備 市 条 例 等 作　　成　　者 河合　哲

事務事業名 　狭小・不整形な農地を拡大整備し、あわせて用排水路・道路等の整備を行うことにより、地域農業
関連計画の担い手を育成し、生産性の向上とコスト削減による安定した農業経営を図るため、団体営による土

団体営土地改良事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計地改良事業を実施します。

大事業コード 070000
算

款   項   目 060105

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　団体営土地改良工事 １　団体営土地改良工事 １　団体営土地改良工事 １　団体営土地改良工事
　・廃溜事業 　・廃溜事業 　・廃溜事業 　・廃溜事業
    
２　団体営土地改良事業負担金 ２　団体営土地改良事業負担金 ２　団体営土地改良事業負担金 ２　団体営土地改良事業負担金
    
【繰越明許】    
　・団体営土地改良事業の市負担金　20,855千円    
　（柴原南地区、愛東地区、湖東地区、市原地区、    
　　愛知川沿岸２地区）  

主な事業内容  
 

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 91.5% 91.6% 91.6% 91.6%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金



務事業評価

指標の年度実績 Do 2 91.6% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　土地改良区等が管理する農道の整備に対して補助 　ほ場整備により築造された農道や農道橋の老朽化 現状維持 ○ 財源
金交付・材料支給を行った。 が進んでいるため、今後も適正な維持管理を行う。
　ほ場整備により築造された農道の老朽化が進んで 見直して継続 拡大
おり、今後も適正な維持管理を行う。 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容  縮小 削減
 事業統合 人員

Check 3  手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農業生産基盤の整備（ほ場整備）ができた割合 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 340

○基本的政策：03安定した生産性の高い農業が継続できるまちをつくりま 指標の目標値 91.6% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担　当　課　名 農村整備課

　す 関 係 法 令 　土地改良法、東近江市土地改良事業補助金交付要綱 －

○ 施策 ：01農業生産基盤の整備 市 条 例 等 作　　成　　者 河合　哲

事務事業名 　農道の維持補修・工事補助など適切な管理を行うことにより、農道利用者の安全性と利便性の向上
関連計画を図ります。

農道維持管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 040000
算

款   項   目 060105

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　農道維持管理事業 １　農道維持管理事業 １　農道維持管理事業 １　農道維持管理事業
    
２　農道整備事業補助金（地元発注） ２　農道整備事業補助金（地元発注） ２　農道整備事業補助金（地元発注） ２　農道整備事業補助金（地元発注）
    
３　補修用材料の支給 ３　補修用材料の支給 ３　補修用材料の支給 ３　補修用材料の支給
    

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 91.5% 91.6% 91.6% 91.6%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 1,753千円 市債 0千円 2,800千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 1,753千円 一般財源 2,800千円

職員数/人件費 正 0.68人 会計任 0人 4,044 千円 正 0.67人 会計任 0.3人 4,073 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事



  
主な事業内容 ３　県営水質保全対策事業 ３　県営水質保全対策事業   

　・白鳥川中流Ⅱ期 　・白鳥川中流Ⅱ期   
（年次計画）  　 　 　

４　県営特定農業用管水路等特別対策事業 ４　県営特定農業用管水路等特別対策事業 ４　県営特定農業用管水路等特別対策事業 ４　県営特定農業用管水路等特別対策事業
Plan 1 　　（能登川幹線地区） 　　（能登川幹線地区） 　　（能登川幹線地区）  

    
（実績） ５　国営湖東平野地区関連県営事業負担 ５　国営湖東平野地区関連県営事業負担 ５　国営湖東平野地区関連県営事業負担 ５　国営湖東平野地区関連県営事業負担

　　国営日野川地区関連県営事業負担 　　国営日野川地区関連県営事業負担 　　国営日野川地区関連県営事業負担 　　国営日野川地区関連県営事業負担
Do 2     

６　県営ため池整備事業 ６　県営ため池整備事業（土器地区） ６　県営ため池整備事業（蒲生岡本地区） ６　県営ため池整備事業（蒲生岡本地区）
    
７　水利施設等保全高度化事業 ７　水利施設等保全高度化事業 ７　水利施設等保全高度化事業 ７　水利施設等保全高度化事業
    
８　農村地域防災減災事業 ８　農村地域防災減災事業 ８　農村地域防災減災事業 ８　農村地域防災減災事業
    
９　経営体育成基盤整備事業促進事業費 ９　経営体育成基盤整備事業促進事業費 ９　経営体育成基盤整備事業促進事業費 ９　経営体育成基盤整備事業促進事業費

指標の年度目標値 91.5% 91.6% 91.6% 91.6%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 115,319千円 県支出金 66,550千円

事業の財源 209,243千円 市債 0千円 125,753千円 市債 0千円

その他 6,000千円 その他 800千円

一般財源 87,924千円 一般財源 58,403千円

職員数/人件費 正 1.95人 会計任 0人 13,088 千円 正 1.75人 会計任 0人 11,982 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 91.6% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容
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年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農業生産基盤の整備（ほ場整備）ができた割合 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ソフト 事務事業コード 401

○基本的政策：03安定した生産性の高い農業が継続できるまちをつくりま 指標の目標値 91.6% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ○ ハード 担　当　課　名 農村整備課

　す 関 係 法 令 　土地改良法、東近江市土地改良事業補助金交付要綱、東近江市県営土地改良事業分担金徴収条例、 農業農村整備事業
中山間地域総合整備事業分担金徴収条例 管理計画

○ 施策 ：01農業生産基盤の整備 市 条 例 等 作　　成　　者 河合　哲

事務事業名 　狭小・不整形な農地を拡大整備し、あわせて用排水路・道路等の整備を行うことにより、地域農業
関連計画の担い手を育成し、生産性の向上とコスト削減による安定した農業経営を図るため、県営による土地

県営土地改良事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計改良事業を実施します。

大事業コード 080000
算

款   項   目 060105

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　県営ほ場整備事業 １　県営ほ場整備事業 １　県営ほ場整備事業 １　県営ほ場整備事業
　・小脇地区（ほ場整備） 　・小脇地区（ほ場整備） 　・小脇地区（ほ場整備） 　・小脇地区（ほ場整備）
　・尻無北部地区（ほ場整備） 　・小倉地区（基盤整備） 　・小倉地区（基盤整備） 　・小倉地区（基盤整備）
　・愛東外地区（基盤整備） 　・愛東外地区（基盤整備） 　・栗見出在家地区（基盤整備）  
　・栗見出在家地区（基盤整備） 　・栗見出在家地区（基盤整備）   
　・小倉地区（基盤整備）    
    
２　県営土地改良調査設計 ２　県営土地改良調査設計 ２　県営土地改良調査設計 ２　県営土地改良調査設計
　  



一般財源 4,420千円 一般財源 2,605千円

職員数/人件費 正 0.55人 会計任 0人 3,377 千円 正 0.55人 会計任 0人 3,522 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 91.6% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　基幹水利施設（新田排水機場）の施設管理事業者 　引続き施設管理事業者（事務局）として、近江八 現状維持 財源 　令和８年度から５年間、事務局が近江八幡市に移
（事務局）として操作等業務を琵琶湖干拓大中の湖 幡市や土地改良区の連携し、適切な施設運営を行う 行となるため、事業実施にかかる市負担金のみの予
土地改良区に委託し、併せて電気代を支出した。 。 見直して継続 拡大 算となる。
　老朽化した排水機場の除塵機の改修業務としてチ 　令和８年度に事務局が近江八幡市に移行すること 拡大 現状

事務事業の改善内容 ェーンコンベアの改修工事を実施した。 から、施設の稼働に支障のないように適切に引継を 縮小 ○ 削減 ○
行う。 事業統合 人員

Check 3 手段見直

休止・廃止 拡大
現状 ○

完了 削減

東近江市総合計画 ～まちづくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農業生産基盤の整備（ほ場整備）ができた割合 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 402

○基本的政策：03安定した生産性の高い農業が継続できるまちをつくりま 指標の目標値 91.6% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農村整備課

　す 関 係 法 令 －

○ 施策 ：01農業生産基盤の整備 市 条 例 等 作　　成　　者 河合　哲

事務事業名 　国営で造成された土地改良施設については、受益地が広大で大規模な施設であることから、公共・
関連計画公益性に高い基幹施設として市が土地改良区と連携して管理します。

大中の湖地区基幹水利施設管理事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計

大事業コード 060000
算

款   項   目 060105

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　大中排水機場の施設管理 １　大中排水機場の施設管理 近江八幡市へ事務委託のため負担金支払い 近江八幡市へ事務委託のため負担金支払い
　・基幹水利施設（排水ポンプ）の運転経費 　・基幹水利施設（排水ポンプ）の運転経費   
　　　電力料及び土地改良区への施設管理委託 　　　電力料及び土地改良区への施設管理委託
　・施設管理事業者としての事務の執行 　・施設管理事業者としての事務の執行
  
【繰越明許】
　施設維持管理委託料　　26,396千円

主な事業内容

（年次計画）

Plan 1

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 91.5% 91.6% 91.6% 91.6%

事業の優先度 Ｂ Ｂ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 37,202千円 県支出金 20,057千円

事業の財源 57,201千円 市債 0千円 32,125千円 市債 0千円

その他 15,579千円 その他 9,463千円



マート農業導入促進モデル事業    
（年次計画）     

４　国営事業施行申請    
Plan 1 　・土地改良法手続き    

　・事業本同意徴集    
（実績）     

５　国営土地改良区 ５　国営土地改良区 ５　国営土地改良区 ５　国営土地改良区
Do 2 　・国営土地改良区設立準備 　・国営土地改良区設立 　・国営土地改良区の運営支援 　・国営土地改良区の運営支援

　・土地改良法手続き 　・国営土地改良区の運営支援 　・既存土地改良区の調整 　
　・土地改良区設立同意徴集 　・既存土地改良区の調整   

   
６　国営事業に伴う償還金の基金積立 ６　国営事業に伴う償還金の基金積立 ６　国営事業に伴う償還金の基金積立

 
 

指標の年度目標値 91.5% 91.6% 91.6% 91.6%

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 0千円 県支出金 0千円

事業の財源 1,927千円 市債 0千円 827千円 市債 0千円

その他 0千円 その他 0千円

一般財源 1,927千円 一般財源 827千円

職員数/人件費 正 3.95人 会計任 0人 24,045 千円 正 3.95人 会計任 0人 24,096 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 91.6% 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

　柏木・芝原団地において実施設計、地区境界測量 　第１地区である柏木団地の年内工事着手に向け、 現状維持 ○ 財源
等を実施。また、法手続及び本同意徴集を実施し、 ６月下旬に換地計画原案の公表を予定している。換
土地改良事業の施行申請と東近江地区土地改良区の 地計画原案の全員同意を以て国の工事発注が行われ 見直して継続 拡大
設立認可申請を行った。 るため、地元の合意形成を図るとともに、工事にか 拡大 現状 ○

事務事業の改善内容  柏木換地区において換地計画原案の作成を開始、 かる関係機関との調整を完了する。 縮小 削減
芝原換地区において従前地評価と換地設計基準の見 　第２地区である芝原団地については、国の発注業 事業統合 人員

Check 3 直しを行った。 務として、詳細設計と地区境界測量（蛇砂川右岸側 手段見直
 ス

東

マート農業導入促進モ

近

デル事業を実施し、高

江

収 ）、換地計画原案等

市

を予定している。これ

総

らの円滑 休止・廃止 拡

合

大
益作物の効率化・省

計

力化の検証を行った。

画

な推進のため、関係機

～

関や周辺集落との調整

ま

を前広 現状 ○
に行う必

ち

要がある。 完了 削減

づくりの森を育てよう～ ■ 令和07年度 実施計画 ／ ◆ 令和06年度 事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 農業生産基盤の整備（ほ場整備）ができた割合 指　　標 成果指標一覧のとおり ○ 新規 ソフト 事務事業コード 4856

○基本的政策：03安定した生産性の高い農業が継続できるまちをつくりま 指標の目標値 91.6% 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 継続 ○ ハード 担　当　課　名 農村整備課

　す 関 係 法 令 　土地改良法、東近江市土地改良事業補助金交付要綱 農業農村整備事業
管理計画

○ 施策 ：01農業生産基盤の整備 市 条 例 等 作　　成　　者 河合　哲

事務事業名 　狭小・不整形な農地を拡大整備し、併せて用排水路・道路等の整備を行うことにより、地域農業の
関連計画担い手を育成し、生産性の向上とコスト削減による安定した農業経営を図るため、国営による土地改

国営土地改良事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計良事業を実施します。

大事業コード 090000
算

款   項   目 060105

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　事業採択要望 　 　 　
　・農林水産省他 　 　 　
 　 　 　
２　国営事業協議（近畿農政局・滋賀県）　 ２　国営事業協議 ２　国営事業協議 ２　国営事業協議
　・全体実施設計実施に伴う調整 　　（東近江農地整備事業所・滋賀県）　 　　（東近江農地整備事業所・滋賀県）　 　　（東近江農地整備事業所・滋賀県）
　・換地計画原案作成 　・土地改良工事実施に伴う調整 　・土地改良工事実施に伴う調整 　・土地改良工事実施に伴う調整
　・地区界確定測量 　・換地計画原案作成 　・換地計画原案作成 　・換地計画原案作成
　・文化財調査 　・地区界確定測量 　・地区界確定測量 　・地区界確定測量
 　・文化財調査 　・文化財調査 　・文化財調査

主な事業内容 ３　国営事業採択に向けた市単独事業 　   
　・ス



域資源の質的向上を図る共同活動、施設の長 　　地域資源の質的向上を図る共同活動、施設の長
　　寿命化のための活動を支援 　　寿命化のための活動を支援 　　寿命化のための活動を支援 　　寿命化のための活動を支援
    
２　中山間地域等直接支払交付金 ２　中山間地域等直接支払交付金 ２　中山間地域等直接支払交付金 ２　中山間地域等直接支払交付金

主な事業内容 　　中山間地域等において、農業生産条件の不利を 　　中山間地域等において、農業生産条件の不利を 　　中山間地域等において、農業生産条件の不利を 　　中山間地域等において、農業生産条件の不利を
　　補正することにより、将来に向けて農業生産活 　　補正することにより、将来に向けて農業生産活 　　補正することにより、将来に向けて農業生産活 　　補正することにより、将来に向けて農業生産活

（年次計画） 　　動を維持するための活動を支援 　　動を維持するための活動を支援 　　動を維持するための活動を支援 　　動を維持するための活動を支援
　　活動地区　永源寺６地区、愛東６地区 　　第６期対策から緩傾斜地を追加し、活動取組の 　　第６期対策から緩傾斜地を追加し、活動取組の 　　第６期対策から緩傾斜地を追加し、活動取組の

Plan 1  　　範囲を拡大 　　範囲を拡大 　　範囲を拡大

（実績）

Do 2

指標の年度目標値 7,280ha 7,300ha 7,300ha 7300ha

事業の優先度 Ａ Ａ

決算額 国庫支出金 0千円 予算額 国庫支出金 0千円

県支出金 205,714千円 県支出金 224,270千円

事業の財源 274,211千円 市債 0千円 299,326千円 市債 0千円

その他 1千円 その他 0千円

一般財源 68,496千円 一般財源 75,056千円

職員数/人件費 正 1.36人 会計任 0人 8,218 千円 正 1.36人 会計任 0人 8,628 千円

評価
改善 方向性

令和06年度 事務事業評価

指標の年度実績 Do 2 7,009ha 令和07年度の改善の取り組み Action 4 令和08年度以降の事業の方向性と資源の配分

＜成果・課題＞ ＜改善内容＞ 事業の方向性 資源(財源・人)の配分 事業の方向性と資源の配分の内容

多面的機能支払交付金 １　多面的機能支払交付金 現状維持 財源 令和８年度以降
　平成29年度に組織を一つにまとめた広
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事務事業評価

○基本目標 ：07活力とにぎわいのあるまち 指 標 名 世代をつなぐ農村まるごと向上対策取組面積 指　　標 成果指標一覧のとおり 新規 ○ ソフト 事務事業コード 79

○基本的政策：03安定した生産性の高い農業が継続できるまちをつくりま 指標の目標値 7,300ha 目標年（ 令和07年度 ） 算出方法 ○ 継続 ハード 担　当　課　名 農村整備課

　す 関 係 法 令 　多面的機能支払交付金実施要綱、中山間地域等直接支払交付金実施要領 東近江市地域福祉
計画

○ 施策 ：02農業の多面的機能の維持・発揮 市 条 例 等 作　　成　　者 河合　哲

事務事業名 　農家を中心とした集落共同活動の取組では、保全・管理が困難になってきた農地や農業用排水（地
関連計画域資源）の良好な保全と質的向上を図るため、引き続き、「世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策

農用地環境保全事業 事務事業概要 予
会   計   名 一般会計事業」（多面的機能支払交付金)に対して支援します。

大事業コード 100000
算

款   項   目 060105

令和06年度 事務事業実績 令和07年度 実施計画

令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

１　多面的機能支払交付金 １　多面的機能支払交付金 １　多面的機能支払交付金 １　多面的機能支払交付金
　・農地維持支払 　・農地維持支払 　・農地維持支払 　・農地維持支払
　　地域資源の基礎的保全活動、多面的機能を支え 　　地域資源の基礎的保全活動、多面的機能を支え 　　地域資源の基礎的保全活動、多面的機能を支え 　　地域資源の基礎的保全活動、多面的機能を支え
　　る共同活動を支援 　　る共同活動を支援 　　る共同活動を支援 　　る共同活動を支援
　・資源向上支払 　・資源向上支払 　・資源向上支払 　・資源向上支払
　　地域資源の質的向上を図る共同活動、施設の長 　　地域資源の質的向上を図る共同活動、施設の長 　　地


